
  人と防災未来センター

  研究調査員 募集！

＜裏面もご覧ください＞

人と防災未来センターでは、阪神・淡路大震災の経験と教訓や
学術的な知見、災害時における全国自治体への現地支援活動など
を通して蓄積された研究成果に基づき、災害対策専門職員の育成
研修や、自治体・企業・コミュニティなどの災害対策や立案に役
立つ実践的な防災研究を行っています。
このたび、地方自治体などで防災に携わる職員を対象に、当セ

ンターにおいて災害被害の軽減に資する調査・研究を行う「研究
調査員」を募集しますので、皆さん奮ってご応募願います。

令和６年度

当センターの研究成果を国内外に普及･発信し、当センターのミッショ
ンである災害文化の形成、地域防災力の向上、防災政策の開発支援など、
安心・安全な市民協働・減災社会の実現に向けて、業務を担っていただ
きます。

【主な業務】
▼災害被害の軽減など実践的な防災研究と研究成果の発表
▼被災自治体への支援活動・現地調査の実施
▼災害対策専門研修の企画・コーディネーター
▼市民、学生などとの協働による交流事業の企画 等

研究調査員のお仕事

○当センターの研究員や国内の防災研究の第一人者である上級研究員な
ど専門家から指導や助言を受け、防災現場のニーズに対応した研究内容
としていくことができます。

○災害対策専門研修や被災自治体への支援活動に携わり、自治体などの
職員との交流やネットワークづくりができます。

○研究を通して、皆さんが持つ防災への知識や専門性が思う存分に発揮
できるとともに、当センターの研究員と切磋琢磨しながら､さらに伸ばし
ていただくことができます。

○当センターでの研究成果を政策として実現することができます｡

研究調査員の特色

これまで19人の研究調査員が在籍し、職場に戻られた後、当センター
で得た経験や研究成果を活かし、防災計画の策定に関わるなど、防災・
危機管理部門の幹部職員として活躍されています。



先輩研究調査員からのメッセージ

＜応募にあたっての留意点＞

〇勤務条件
当センターでの常勤となります。また、服務については、採用決定時に協議

のうえ、派遣元の地方自治体等と協定を締結します。

〇勤務期間
原則として令和６年４月から１年以内（６か月以上可）で、派遣元と協議の

うえ決定します。

〇費用負担
勤務期間中の給与、手当、社会保険料等は派遣元に負担いただきます。
当センターの職務で出張したときは、当センターより旅費を支給します。
研究に要する費用は、当センターが負担します。

人と防災未来センターホームページの｢お知らせ｣より募集要項を
ダウンロードください。 https://www.dri.ne.jp

【応募期限】
令和５年10月20日（金）【郵送のみ受付】
※募集封筒に「研究調査員応募書類在中」と朱文字で記入ください。

(公財)ひょうご震災記念21世紀研究機構
 人と防災未来センター 事業部普及課
 〒651-0073 神戸市中央区脇浜海岸通１丁目５－２

電話 ０７８－２６２－５０６６
Eﾒｰﾙ mirai-fukyuuka@dri.ne.jp

提出先・お問い合わせ

滝田 幸一郎さん【令和４年４月～令和５年３月】
（現：鳥取県 令和５年 台風第７号災害復旧・復興本部 

鳥取市佐治町現地事務所 課長補佐）
防災では危機管理のほかにも教育、医療看護、福祉、土木など

の様々な分野があり、ここにはそれぞれを専門とする研究員が在
籍されていて、研究、研修、議論や現地支援などを通して日々新
しい知識を得ることができます。私は土木技術職員で研究は未経
験でしたが、研究員の皆さんの指導により進めることができるの
で大丈夫です。ここでは通常の自治体職員ではできない経験がで
きます。そして、その経験はあなたの自治体の災害時や今後の業
務にきっと役立ちます。

塩津 達哉さん【令和５年４月～在籍中】
（吹田市から派遣）
人防では、災害に関して①専門的な知識の習得、②災害対応を

体感、③人脈を形成することができます。特に②と③については、
通常の自治体では、なかなか経験できないことだと思います。②
では、全国問わず災害発生後すぐに被災地に行くことで被災現場
の状況や各自治体の災害対応を体感することができます。様々な
現場を見ることで発災時のイメージを明確に持つことができます。
③では、研修などを通じて自治体の職員をはじめ、防災に携わる
多くの方々と知り合え、連絡を取れる関係を築くことができます。
ここで経験することは、皆さんの自治体の災害対応力の向上だ

けではなく、将来のキャリア形成にもつながるはずです。

応募の詳細
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